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研究要旨 

【目的】歯科技工士の継続就業状況について、全国規模で分析した報告はみられない。そこ

で本研究報告では、歯科技工士の 10年後の継続就業状況について、就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別における実態を把握することを目的とした。 

【方法】データは、衛生行政報告例（隔年報）の就業歯科技工士数の数値を用いた。統計法

の規定に基づき、目的外利用申請により当該データの調査票情報を取得し、就業場所別・性

別・年齢階級別・地域ブロック別の就業歯科技工士数の統計表を作成した。対象とする調査

年は、2004年・2006年・2008年・2014年・2016年・2018年とした。継続就業率を算出す

るために、2004年、2006年および 2008年の就業場所別・性別・年齢階級別・地域ブロック

別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2014年、2016年および 2018年での 10歳上の階

級の数値と比べ、前者の数値を 100 として変化率を算出した。次に、これにより得られた

各年の変化率の平均値を算出し、10 年後の継続就業率を求めた。 

【結果】歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率について、男性の全国値では、「20-

24 歳→30-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」までの年齢層においては 100％を上回ってお

り、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、

「30-34歳→40-34歳」から「40-44歳→50-54歳」までの年齢層においては 100％を上回っ

ていたが、その他の年齢層では 100％を下回っていた。地域ブロック別では、男女ともに顕

著な傾向はみられなかった。また、病院・診療所に就業する歯科技工士の継続就業率につい

て、男性の全国値では、「20-24歳→30-34 歳」において 100％を上回っていたが、「25-29歳

→35-39歳」以降の年齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、いずれの年代に

おいても 100％を下回っていた。地域ブロック別では、男女ともに顕著な傾向はみられなか

った。 

【結論】歯科技工士の 10年後の継続就業状況について、歯科技工所に就業する男性では、

高齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢層で 100％を下回っており、

性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科技工士は、男女ともにほとんどの

年齢層で 100％を下回っていた。全体的に地域ブロック間における顕著な傾向はみられなか

った。歯科技工士の就業先は歯科技工所が約 7 割を占めており、また、近年では歯科技工

士免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所において、女性

が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 
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A．研究目的  

近年、歯科技工士の就業者数は概ね 3 万 5 千人前後を推移しているが、特に最近で

は、高年齢層の増加と若年層の減少傾向が顕著である 1）。このため、歯科技工士の就業

者数は将来的に大幅な減少傾向を示すことが示唆されている 2）。また、歯科技工士学校

養成所の定員割れや閉校 3）なども、この状況を加速させるとみられる。こうした現況か

ら、歯科技工士免許を取得した者の就業と定着が望まれるが、歯科技工士の就業者率は

他の職種に比べて低値を示していることが知られている 1,4）。 

しかし、歯科技工士の継続就業状況について、全国規模で分析した報告はみられない。

そこで本研究報告では、歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、就業場所別・

性別・年齢階級別・地域ブロック別における実態を把握することを目的とした。 

 

B．研究方法 

1．データソース 

業務に従事する歯科技工士は、歯科技工士法に基づき、2年ごと（西暦の偶数年）の

12 月 31日現在における氏名・住所などを記した業務従事者届を都道府県知事に届け出

る義務がある。業務従事者届の結果は、厚生労働省の衛生行政報告例（隔年報）1）にお

いて、「就業歯科技工士」数として集計されている。本研究では、このデータを使用し、

分析を行った。 

就業歯科技工士数のデータは、「就業場所別・性別・年齢階級別」や「就業場所別・

性別・都道府県別」の数値は厚生労働省や e-stat のホームページ上で公表されている

が、「就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別」の数値は公表されていない。この

ため、統計法の規定に基づき、目的外利用申請により当該データの調査票情報を取得し、

就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別の就業歯科技工士数の統計表を作成した。

なお、対象とする調査年は、2004 年・2006 年・2008 年・2014 年・2016 年・2018 年と

した。 

 

2．分析方法 

就業場所別・性別・年齢階級別・都道府県別の就業歯科技工士数の統計表について、

地域を表１のとおり分け、就業場所別・性別・年齢階級別・地域ブロック別の就業歯科

技工士数の統計表を作成した。 

 

表１ 地域ブロックの分類 

北海道・東北（7） 

北関東・甲信越（6） 

南関東（4） 

東海・北陸（7） 

近畿（6） 

中国・四国（9） 

九州・沖縄（8） 

北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

茨城、栃木、群馬、山梨、長野、新潟 

東京、埼玉、千葉、神奈川 

岐阜、静岡、愛知、三重、富山、石川、福井 

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
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 次に前記のデータを用いて、継続就業率を算出した。まず、就業歯科技工士の 10 年

後の就業状況を分析するため、2004年、2006年および 2008年の就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別の就業歯科技工士数について、それぞれ 2014年、2016 年お

よび 2018年での 10歳上の階級の数値と比べ、前者の数値を 100として変化率（本稿で

は、「継続就業率」とする。）を算出した。次に、これにより得られた 3 組（2004 年・

2014 年、2006・年・2016年、2008年・2018 年）の就業場所別・性別・年齢階級別・地

域ブロック別での継続就業率の平均値を算出した。 

 なお、就業場所に関しては、「歯科技工所」「歯科診療所」および「その他」に区分さ

れている（ただし、2016年・2018年に関しては、「歯科技工所」「歯科診療所」「歯科技

工士学校又は養成所」「事業所」および「その他」の区分となっている）。しかし、2004

年・2006 年・2008年・2014年における「その他」と、2016年・2018年における「歯科

技工士学校又は養成所」「事業所」および「その他」の就業歯科技工士については、例

数が少ないため継続就業率の評価には適していない。このため、これらの継続就業率は

算出しなかった。 

 

3．倫理的配慮 

 本研究の実施にあたっては、事前に国立保健医療科学院の倫理審査を受け、承認され

たうえで実施した（承認番号：NIPH-IBRA#12289）。また、厚生労働省から提供を受けた

就業歯科技工士数の調査票情報の使用に際しては、申請書に記載した利用場所、利用環

境、保管場所および管理方法に十分留意し、分析を行った。 

 

C．研究結果 

 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率を図１（男性）・図２（女性）に示す。

男性の全国値では、「20-24 歳→30-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」までの年齢層に

おいては 100％を上回っており、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回

っていた。女性の全国値では、「30-34 歳→40-34 歳」から「40-44 歳→50-54 歳」まで

の年齢層においては 100％を上回っていたが、「20-24 歳→30-34 歳」から「25-29 歳→

35-39 歳」までの若年層や、「45-49 歳→55-59 歳」以降の高齢層では 100％を下回って

いた。地域ブロック別では、いくつかの年齢層において地域間の差がみられたが、全体

的には男女ともに顕著な傾向はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率（男性） 
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図２ 歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率（女性） 

 

病院・診療所に就業する歯科技工士の継続就業率を図３（男性）・図４（女性）に示

す。男性の全国値では、「20-24歳→30-34 歳」において 100％を上回っていたが、「25-

29 歳→35-39歳」以降の年齢層では 100％を下回っていた。女性の全国値では、いずれ

の年代においても 100％を下回っていた。地域ブロック別では、いくつかの年齢層にお

いて地域間の差がみられたが、全体的には男女ともに顕著な傾向はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 病院・診療所に就業する男性歯科技工士の継続就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 病院・診療所に就業する女性歯科技工士の継続就業率 
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D.考察 

本研究では、歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、就業場所別・性別・年

齢階級別・地域ブロック別における実態を分析した。その結果、歯科技工所に就業する

男性の歯科技工士では、高齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢

層で 100％を下回っており、性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科

技工士は、男女ともにほとんどの年齢層において 100％を下回っていた。全体的に、地

域ブロック間における顕著な傾向はみられなかった。 

近年では、歯科技工士全体の就業者数がほぼ横ばい傾向にあるなかで、病院・診療所

に就業する歯科技工士数は減少傾向にあり、歯科技工所に就業する歯科技工士数は漸増

傾向にある 1）。直近値である 2018年衛生行政報告例の報告 1）によれば、歯科技工士（全

就業者数：34,468 人）の就業先は、歯科技工所が 72.7％、病院・診療所に就業する歯

科技工士の割合は 25.7％である。実際に、全国の歯科診療所の約 9 割が国内の歯科技

工所に補綴装置等の製作を全部または一部委託していることが報告されており 5）、患者

の補綴装置等の製作にあたっては、院内ではなく外部に委託するケースが多数を占めて

いることがうかがえる。このため本研究において、歯科技工士の継続就業率が歯科技工

所では高値を示し、病院・診療所では低値を示していたことは、前記の傾向を裏付ける

ものであるといえる。 

他方、歯科技工所に就業する歯科技工士の継続就業率については、性別間で異なる傾

向がみられた。特に女性では、30～44 歳の者の 10 年後の継続就業率は 100％を上回っ

ていたが、若年層と高齢層では 100％を下回っていた。歯科医師の就業においても性別

間による差がみられることが報告されており、特に若年層では非就業者が多数認められ

る 6）。本研究においても若年層での継続就業率が 100％を下回っていることから、歯科

医師と同様に性別における就業の課題があることが示唆される。 

以上から、歯科技工士の就業先は歯科技工所が約 7割を占めており、また、近年では

歯科技工士免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所に

おいて、女性が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 

 

E.結論 

歯科技工士の 10 年後の継続就業状況について、歯科技工所に就業する男性では、高

齢層を除き 100％を上回っていたが、女性では若年層と高齢層で 100％を下回っており、

性別による差異がみられた。病院・診療所に就業する歯科技工士は、男女ともにほとん

どの年齢層において 100％を下回っていた。全体的に地域ブロック間における顕著な傾

向はみられなかった。 

歯科技工士の就業先は歯科技工所が約 7割を占めており、また、近年では歯科技工士

免許登録者の女性割合が増加傾向にあることから、今後、特に歯科技工所において、女

性が就業しやすい環境整備等の視点を含めた検討が必要である。 
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